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(単位:千円）

9,860,370 4,726,139

4,474,515 1,463,048

3,580,000 1,414,964

339,181 48,084

339,181 3,027,538

15,285 106,202

1,418,964 45,000

1,373,467 23,421

45,497 7,000

74 53,928

994 990,496

23,170 782,648

8,183 59,449

148,398

2,791

2,791

5,719,427

2,844,560 金   額

13,210 5,572,168

11,460 621,510

1,750 324,990

2,831,349 324,990

2,723,626 5,983,755

1,100 621,510

8,640 5,362,245

80,514 4,500,000

29,309 862,245

△ 11,840 △ 1,358,087

1,413,335

その他有価証券評価差額金 1,413,335

6,985,503

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

純　資　産  合  計

資産合計 12,704,930 負債及び純資産合計 12,704,930

そ の 他 繰 越 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金 自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

出 資 金 利 益 準 備 金

長 期 貸 付 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 差 入 保 証 金 別 途 積 立 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 準 備 金

投 資 有 価 証 券 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 科     目

有 形 固 定 資 産 株 主 資 本

土 地 資 本 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

金融商品取引責任準備金

(金融商品取引法第46条の5）

負  債  合  計

純 資 産 の 部

未 収 収 益

そ の 他

そ の 他

固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債

未 収 入 金

退 職 給 付 引 当 金

信 用 取 引 貸 付 金

受 入 保 証 金

信 用 取 引 借 証 券 担 保 金

短 期 借 入 金

立 替 金

未 払 法 人 税 等

信 用 取 引 資 産

賞 与 引 当 金

約 定 見 返 勘 定

現 金 及 び 預 金

預 託 金

信 用 取 引 負 債

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

信 用 取 引 借 入 金

商 品 有 価 証 券 等

信用取引貸証券受入金

預 り 金

貸    借    対    照    表
(平成25年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

科     目 金   額 科     目 金  額
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411,109

313,744

59,982

37,382

4,061

407,047

643,986

236,939

47,750

21

189,210

964,112

963,848

264

75,426

11,900

56,753

6,772

699,476

27,284

672,192

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

損     益     計     算     書
(平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）

(単位:千円）

科　　目 金     額

営 業 収 益

受 入 手 数 料

ト レ － デ ィ ン グ 損 益

金 融 収 益

金 融 費 用

純 営 業 収 益

販 売 費 ･ 一 般 管 理 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

金融商品取引責任準備金戻入

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

減 損 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
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個   別   注   記   表 

 

Ⅰ継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ重要な会計方針 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

（1）トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等の評価基準及び 

評価方法 

当社は時価の変動または市場間の格差等を利用して利益を得ることならびにそ

の損失を減少させることを目的として自己の計算において行なう有価証券の売買

取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引およびその他の取引をト

レーディングと定め、時価法を採用しております。（売却原価は移動平均法により

算定） 

（2）トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準及び評価方法 

①その他有価証券 

・時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（ 評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定 ） 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②デリバティブ 

時価法を採用しております。 

2. 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産･････････････定率法 

なお、有形固定資産の取得価額が 10 万円以上 20万円未満のものについては、3

年間で均等償却する方法を採用しております。 

（2）無形固定資産、投資その他の資産･････定額法 

なお、自社利用のソウトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)

に基づく定額法を採用しております。 

3. 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

（2）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額の当期負担額を計上し

ております。 

（3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務（期

末自己都合要支給額方式（簡便法）に基づく算定額）及び年金資産に基づき計上
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しております。 

（4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末における退職慰労金

要支給額を計上しております。 

（5）金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため金融商品取引法第 46 条の 5 の規定に基づき、

「金融商品取引業等に関する内閣府令」第 175 条に定めるところにより算出した

額を計上しております。 

4. 消費税等の会計処理方法 

税抜き方式によっております。 

 

Ⅲ 会計方針の変更 

1．法人税法の改正による変更 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24 年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当事業年度の損益への影響は軽微であります。 

 

Ⅳ 貸借対照表に関する注記 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 177,300 千円 

2. 担保資産 

（1）担保に供している資産 

投資有価証券       1,734,366 千円 

（2）上記に対応する債務 

短期借入金       45,000 千円 

信用取引借入金 1,414,964 千円 

（注 1）先物取引等の証拠金等として、投資有価証券 584,825 千円を差入れております。 

（3）担保等として差入をした有価証券の時価額 

信用取引借入金の本担保証券 1,372,355 千円 

信用取引貸証券 60,250 千円 

（4）担保として差入を受けた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 1,385,120 千円 

信用取引借証券 47,485 千円 

受入保証金代用有価証券 3,544,360 千円 

（再担保に供する旨の同意を得たものに限る。） 
 

Ⅴ 損益計算書に関する注記 

1. 減損損失 

当事業年度において当社は以下の資産について、減損損失を計上しました。 

場  所 用 途 種   類 減損損失（千円） 

東京都 中央区 本  店 器具・備品等 4,375 

埼玉県 加須市 加須支店 器具・備品等 323 

千葉県 市川市 市川支店 器具・備品等 2,074 
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当社は、キャッシュフローを生み出す最小単位に基づき、本支店を基本単位とし

てグルーピングを行っております。また、回収可能額は残存価額を使用しており、

帳簿価額は回収可能額まで減額し、当該減少額6,772千円を「減損損失」として特別

損失に計上しております。 

 

Ⅵ 株主資本等変動計算書に関する注記  

1. 発行済株式の種類及び総数 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 10,905,300株 ― ― 10,905,300株 

2. 自己株式の種類及び数 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 1,152,000株 2,609,500株 ― 3,761,500株 

3. 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 
株式の

種類 

配当金の総額 

（千円） 

1 株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成24年6月26日

定時株主総会 

普通 

株式 
9,753 1.0 平成24年3月31日 平成24年6月27日 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌事業年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

決議 
株式の

種類 

配当の

原資 

配当金の 

総額(千円） 

1 株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成25年6月27日

定時株主総会 

普通 

株式 
利益剰

余金 
35,719 5.0 平成25年3月31日 平成25年6月28日 

 

Ⅶ 税効果会計に関する注記  

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

1. 流動資産の部 

繰延税金資産 事業税 3,154千円 

  賞与引当金  2,660千円 

 未払社会保険料 1,839千円 

 計 7,654千円 

 評価性引当額 △7,654千円 

繰延税金資産（流動）合計 ― 千円 

2. 固定資産の部 

（1）繰延税金資産        繰越欠損金  425,957千円 

 役員退職慰労引当金  52,889千円 

 退職給付引当金 21,187千円 

 ゴルフ会員権 13,085千円 

 減価償却累計額 13,608千円 

資産除去債務 5,351千円 

 土地 4,374千円 

 その他 6,460千円 

 計 542,916千円 
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 評価性引当額 △542,916千円 

繰延税金資産（固定）合計 ― 千円 

 

（2）繰延税金負債 その他有価証券評価差額金 782,648千円 

繰延税金負債（固定）合計 782,648千円 

 繰延税金負債純額           782,648千円 

 

Ⅷ リースにより使用する固定資産に関する注記 

所有権移転外ファイナンス・リース契約により、通信機器、電子計算機及びその

周辺装置を使用しております。 

 

Ⅸ 金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社の主たる事業は、有価証券の売買、有価証券の売買等の取次ぎ、有価証券の

引受け及び売出し、有価証券の募集及び売出しの取扱い等の業務を中核とする金

融商品取引業であります。 

これらの事業を行うため、当社は主に自己資金によるほか、必要な資金調達につ

いては金融機関からの借入によっております。これらの資金は、短期的な預金や

信用取引等における顧客への貸付金、自己の計算に基づき会社の利益を確保する

ためのトレーディングの決済資金等に充当されております。 

デリバティブ取引については、収益確保のため、主に市場取引の株価指数先物取

引を行っています。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する金融商品は、主に事業資金に充てるための現金・預金、預託金が

あり、預入先の信用リスクに晒されております。 

信用取引貸付金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

自己の計算に基づき保有する商品有価証券及び投資有価証券は、主に上場・非上

場の株式です。商品有価証券については、自己の計算に基づき会社の利益を確保

するための取引等のトレーディングのために保有し、投資有価証券については、

純投資目的や資本政策として保有するものであります。これらは、それぞれ発行

体の信用リスク、金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されています。 

デリバティブ取引は、自己の計算に基づき利益を確保するための株価指数先物取

引ですが、これらは株式、金利、為替等の市場価格等の変動リスクや、取引相手

方が契約を履行できなくなる場合に発生する信用リスクに晒されています。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

当社が保有する預金は、原則として大手金融機関とするなど、信用リスクの回

避に努めております。顧客分別金信託は、信用力の高い金融機関に信託しており

ます。 

信用取引貸付金は、リスク管理規程に則り、与信管理体制を整備し、管理して

おります。 
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②市場リスクの管理 

当社の市場リスクの管理は、リスク管理規程に則り、ポジション限度額やロス

カットルールを設定し、日々管理しております。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成25年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません（（注2）をご参照下さい。）。 

 貸借対照表計上額 

（千円） 

時  価 

（千円） 

差  額 

（千円） 

(1) 現金・預金 

(2) 預託金 

(3) 信用取引資産 

① 信用取引貸付金 

② 信用取引借証券担保金 

(4) 商品有価証券等及び投資有価証券 

① 売買目的有価証券 

② その他有価証券 

4,474,515 

3,580,000 

1,418,964 

1,373,467 

45,497 

2,944,122 

339,181 

2,604,940 

4,474,515 

3,580,000 

1,418,964 

1,373,467 

45,497 

2,944,122 

339,181 

2,604,940 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

資産計 12,417,602 12,417,602 ― 

 

 貸借対照表計上額 

（千円） 

時  価 

（千円） 

差  額 

（千円） 

(1）信用取引負債 

①信用取引借入金 

②信用取引貸証券受入金 

(2） 預り金 

(3） 受入保証金 

(4） 短期借入金 

1,463,048 

1,414,964 

48,084 

3,027,538 

106,202 

45,000 

1,463,048 

1,414,964 

48,084 

3,027,538 

106,202 

45,000 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

負債計 4,641,789 4,641,789 ― 

（注1） 

資産 

（1）現金・預金 （2）預託金 

時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（3）信用取引資産 

時価は、短期間で決済されることから、当該帳簿価額によっております。 

（4）商品有価証券等及び投資有価証券 

株式、上場投資信託、及び投資証券は取引所の価格によっており、投資信

託は公表されている基準価格によっております。 

負債 

（1）信用取引負債 （2）預り金 （3）受入保証金 （4）短期借入金 

時価は、短期間で決済されることから、当該帳簿価額によっております。 

 

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 118,685 
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〔有価証券関係〕 

（1）売買目的有価証券（商品有価証券）の時価 

種  類  

当事業年度（平成25年 3月 31日 ） 

資産（千円） 

貸借対照表計上額 損益に含まれた評価差額 

株式  

受益証券  

110,032 

229,149 

11,844 

27,489 

合  計  339,181 39,333 

 

（2）その他有価証券で時価のあるもの 

 当事業年度（平成25年 3月 31日 ） 

種  類  
取得原価  

  (千円) 

貸借対照表 

計上額(千円) 
差額 (千円) 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
株式  238,246 2,450,975 2,212,728 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
株式  170,710 153,965 △16,745 

 

（3）当事業年度中に売却したその他有価証券 

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円） 

1,297,839 963,848 56,753 

 

（4）時価評価されていない主なその他有価証券 

種  類  当事業年度（平成25年 3月 31日 ） 

非上場株式  118,685 

 

Ⅹ 1株当たり情報に関する注記 

（1）１株当たり純資産額 977円84銭 

（2）１株当たり当期純利益 81円62銭 

 

Ⅺ 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


